
上記事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子
提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第75期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

株主資本等変動計算書

個　別　注　記　表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

株式会社ホクリヨウ



（ 2022年4月１日から
2023年３月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計別　　途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,055 754 754 58 4,400 3,750 8,208 △0
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △126 △126
当 期 純 利 益 745 745
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 618 618 △0
当 期 末 残 高 1,055 754 754 58 4,400 4,368 8,827 △0

評価・換算差額等
純資産合計株主資本

合　　計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 10,017 136 136 10,154
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △126 △126
当 期 純 利 益 745 745
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △26 △26 △26

当 期 変 動 額 合 計 618 △26 △26 592
当 期 末 残 高 10,636 110 110 10,746

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用して
おります。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。
・製品・仕掛品　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。
・原材料　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。
⑵ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　５～45年
機械及び装置　　２～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・定額法を採用しております。
・自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､ 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
当事業年度に見合う分を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当
事業年度に見合う分を計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金及び退職給付
費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期
末要支給額を計上しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
①商品及び製品の販売

　鶏卵事業においては、主に鶏卵商品の販売並びに鶏卵製品の製造及び販売を行っております。このよう
な商品及び製品の販売については、、個々の契約内容に応じ、引渡、検収時点など、約束した商品
及び製品を顧客に移転することによって履行義務が充足され、収益を認識しております。また、商
品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の事業者が提供する商品と交換
に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。なお、取引
の対価は、履行義務の充足後、概ね２ケ月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
　鶏卵製品は、販売重量や数量、販売金額等の一定の目標の達成を条件としたリベート等を付して販売さ
れる場合があります。その場合の取引対価は、顧客との契約において約束された対価から達成リベート等
の見積りを控除した金額で算定しております。達成リベート等の見積りは過去の実績等に基づく最頻値法
を用いており、収益は重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

②採卵鶏の購入費
採卵鶏の購入費については、支出時に全額費用として計上しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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当事業年度
（2023年３月31日）

東北地方の一部の資産グループに係る
有形固定資産 2,249百万円

東北地方の一部の資産グループに係る
無形固定資産 －百万円

東北地方の一部の資産グループに係る
減損損失 1,069百万円

3. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損損失）
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当事業年度において、鶏卵事業の固定資産に係る東北地方の一部の資産グループについて、事業環境の
変化に伴い収益性が低下したことにより減損の兆候があると判断いたしました。減損損失の認識の判定に
おいては、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較
し、減損損失の認識の要否の判定を行っております。

東北地方の一部の資産グループについては、資材調達価格の高騰等により今後の投資計画を含む事業計
画を見直した結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ったことから帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として計上しております。

また、減損損失の金額を検討するに当たり、使用価値よりも正味売却価額が高いことから、その資産グ
ループにおける回収可能価額を正味売却価額により測定しており、正味売却価額は外部の評価専門家によ
る不動産鑑定評価等を基礎としております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来キャッシュ・フローの見積りは、経営者によって承認された５ヶ年の事業計画及び将来の不確実性

を反映させた６年目以降の期間の将来キャッシュ・フローを基礎としており、事業計画における主要な仮
定は、鶏卵販売単価、鶏卵販売量、雛費、飼料仕入単価、飼料消費量及び６年目以降の期間の市場の成長
率であります。

なお、現時点では国内における鳥インフルエンザの影響等により鶏卵相場は高止まりしており、また、
ロシア・ウクライナ情勢の悪化等に伴い飼料相場は高騰している状況です。

当社で発生した鳥インフルエンザ感染に加え、ロシア・ウクライナ情勢の悪化による影響は翌事業年度
も収束しないと見込んでおります。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
資産グループに関連する市場動向、経済環境等の前提条件に重要な変化が生じ、正味売却価額の見直し

が必要となった場合には、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。
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建物 402百万円 （2百万円）
機械及び装置 0百万円 （0百万円）
土地 115百万円

計 517百万円 （2百万円）

１年内返済予定の長期借入金 9百万円 （9百万円）
計 9百万円 （9百万円）

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 14,377百万円

当座貸越極度額 3,510百万円
借入実行残高 －百万円
差　引　額 3,510百万円

4. 貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。但し、当該債務については工
場財団抵当の他に上記担保提供資産のうち一部を担保に供しております。

⑶ 保証債務
該当事項はありません。

⑷ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
該当事項はありません。

⑸ 当座貸越
　運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関10社と当座貸越契約を締結しております。
　当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
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用途 種類 場所 減損損失

鶏卵の生産
及び製造 建物等

宮城県栗原市
宮城県多賀城市

岩手県岩手郡岩手町
1,069百万円

種類 金額

建物 375百万円

構築物 32百万円

機械及び装置 650百万円

車両運搬具 2百万円

工具、器具及び備品 7百万円

無形固定資産 0百万円

合計 1,069百万円

5. 損益計算書に関する注記
（減損損失に関する注記）

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
(1)減損損失を認識した主な資産

(2)減損損失の認識に至った経緯
当事業年度において、鶏卵事業の固定資産に係る東北地方の一部の資産グループについて、事業環境の変

化に伴い収益性が低下したことにより減損の兆候があると判断いたしました。減損損失の認識の判定におい
ては、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とその帳簿価額を比較し、減損
損失の認識の要否の検討を行っております。

東北地方の一部の資産グループについては、資材調達価格の高騰等により今後の投資計画を含む事業計画
を見直した結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ったことから帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として計上しております。

(3)減損損失の金額

(4)資産グルーピングの方法
当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位としてGP工場を基本単位としてグルーピングを行ってお

ります。また、賃貸用資産及び遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングを行っております。
(5)回収可能価額の算定方法

減損損失の金額を検討するに当たり、使用価値よりも正味売却価額が高いことから、その資産グループに
おける回収可能価額を正味売却価額により測定しており、正味売却価額は外部の評価専門家による不動産鑑
定評価等を基礎としております。
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株式の種類 当事業年度
期首株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 8,459,000 － － 8,459,000

株式の種類 当事業年度
期首株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 48 34 － 82

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会 普通株式 126 15 2022年３月31日 2022年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
（百万円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月12日
取締役会 普通株式 利益剰余金 169 20 2023年３月31日 2023年６月28日

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2)自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）当事業年度増加株式数34株は、株主単元未満株式の買取であります。
(3)剰余金の配当に関する事項
　①配当支払額

　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
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繰延税金資産
退職給付引当金 47百万円
賞与引当金 34百万円
役員退職慰労引当金 27百万円
減価償却費 372百万円
減損損失 27百万円
資産除去債務 23百万円
未払事業税 28百万円
その他 41百万円

繰延税金資産小計 603百万円
評価性引当額 △205百万円
繰延税金資産合計 397百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △48百万円
特別償却 △29百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △19百万円
その他 △1百万円

繰延税金負債合計 △98百万円
繰延税金資産の純額 299百万円

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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8. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社は、リスクのある取引は行わないこととしており、資金運用については短期的な預金等を中心に行
い、必要な資金調達については銀行借入による方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は　
主に取引先企業との関係強化に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であり、流動性リスク
に晒されております。
　短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資資金及び長期運転資金に係る
資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについて、与信管理規程に基づいて各営業担当
者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ. 市場リスクの管理
　当社の保有する投資有価証券は主として株式であり、株式については定期的に時価や発行先企業の財
務状況等を把握しております。また、借入金の金利については、定期的に市場金利の状況を把握してお
ります。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、営業債権と営業債務の入金、支払状況から財務担当者が適時に資金繰計画を作成・更新する
ことによる手元流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。
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貸借対照表計上額※ 時価 差額

① 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 363 363 －

② 長 期 借 入 金 （2,260） （2,208） △51

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 363 － － 363

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額72百万円）は、「その他有価証券」には含めておりませ
ん。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、受取手形、買掛金及び電子記録債務は短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

　※　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 2,208 － 2,208

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）
10年超

（百万円）

現 金 及 び 預 金 2,526 － － －

受 取 手 形 12 － － －

売 掛 金 1,882 － － －

合計 4,421 － － －

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内

（百万円）

３年超
４年以内

（百万円）

４年超
５年以内

（百万円）
５年超

（百万円）

長 期 借 入 金 529 302 294 274 257 601

合計 529 302 294 274 257 601

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）１. 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資　産

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１で分類しております。
負　債

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２で分類しております。

（注）２. 金銭債権の決算日後の償還予定額

（注）３. 借入金の決算日後の返済予定額
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種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引内容 取 引 金 額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 株 式 会 社
千歳ポートリー

所　有
直接100％

製品の仕入
役員の兼任 出資の払戻 178 － －

⑴ １株当たり純資産額 1,270円49銭
⑵ １株当たり当期純利益 88円13銭

9. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注）当社の完全子会社であった株式会社千歳ポートリーは、2022年４月25日に解散、2022年６月24日

に清算結了しており、当事業年度末において非連結子会社は有しておりません。

10. 賃貸等不動産に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

11. 持分法損益等に関する注記
　当社が有していた非連結子会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい非連
結であるため、記載を省略しております。
　なお、当社の非連結子会社でありました株式会社千歳ポートリーは2022年４月25日に解散、
2022年６月24日に清算結了しており、当事業年度末において非連結子会社は有しておりませ
ん。

12. １株当たり情報に関する注記
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13. 重要な後発事象に関する注記
当社千歳農場での高病原性鳥インフルエンザ感染に関する事項
１．発生場所
(1)当社千歳第一農場
(2)当社千歳白樺農場

２．発生日
(1)2023年４月３日（月）
(2)2023年４月７日（金）

３．発生内容
　当社２農場において採卵鶏がPCR検査の結果、高病原性鳥インフルエンザ陽性となり、採卵鶏
全群が淘汰となりました。なお、採卵鶏の殺処分、埋却処理は４月中に終了しており、域防疫措
置は５月６日に完了済です。今後は、場内消毒とモニタリング等を行い、家畜保健所の許可を得
られれば、鶏の再導入を最短で７月下旬を予定しております。

４．被害の状況及び損害額
(1)千歳第一農場、白樺農場で飼育している約70万羽を淘汰しております。
(2)淘汰した羽数は当社2023年度生産予定数量の約15％相当となります。
(3)損害額は現在算定中であります。
　なお、当該被害が翌事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に及ぼす影響について
は、現時点では合理的に算出することが困難でありますが、売上の減少に加え、商品等の廃棄損
及び復旧等に係る原状回復費等の発生が見込まれます。
　また、殺処分等に関連して国から手当金等の制度がございますが、現段階で支給は確定してお
りません。

５．当該事象が事業等に及ぼす影響
　当該農場は当社の千歳育成農場に隣接しており、感染防止に最大限努めておりますが、今後、
これらの農場に感染が拡大し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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鶏卵 鶏糞肥料 レンダリング 食品 その他 合計
顧客との契約から生じる収益 17,413 9 87 313 0 17,823
その他の収益 － － － － － －
外部顧客への売上高 17,413 9 87 313 0 17,823

14. 収益認識に関する注記
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　１.重要な会計方針に係る事項に関する注記「(4)　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
(3)当事業年度末及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

該当事項はありません。
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